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要  旨 

 

経済のグローバル化は知識生産活動の国際化とどのように関係をしているのか。既存研究で

は、対外直接投資と研究開発の国際連携の空間的な相互依存関係が研究開発のパフォーマン

スや生産性に与える影響については十分に明らかになっていない。そこで本研究では、日本

の多国籍企業の対外直接投資に関するデータと国際的な特許データを相互に接続したデー

タベースを構築し、海外現地法人の立地先と特許発明における国際連携の間の空間的な相互

依存関係について分析した。1990 年代から約 20 年の長期のパネルデータの分析の結果、海

外現地法人の立地先と国際連携のパートナーの立地先が相互に関係していることがわかっ

た。また、海外の共同研究相手の近くに研究開発拠点が立地している場合には、質の高い特

許が発明される傾向が明らかとなった。一方、海外拠点のある国での国際共同研究開発が企

業業績に与える効果については明確な結果が得られなかった。これらの結果は、日本の多国

籍企業は研究開発の国際連携の拠点として海外現地法人を活用しているが、国際共同研究の

技術的な成果をうまく企業業績につなげられていない可能性を示唆している。 
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１．はじめに 

経済のグローバル化は知識生産活動の国際化とどのように関係をしているか。財務省
（2019）によれば、1996 年に比べて 2016 年の対外直接投資は約 7 倍に増えており、1990
年代以降、日本企業による対外直接投資は大きく増加してきている。また同時に海外現地法
人における研究開発投資も近年増加傾向にある（経済産業省 2019）。一方、国際共同出願特
許の件数は長期的に増加傾向にあり、研究開発活動の国際化も着実に進展しているものの、
諸外国と比較すると日本企業の研究開発活動の国際化の程度は低いとの指摘がある
（Nagaoka, Motohashi and Goto 2010；経済産業省 2011）。 

対外直接投資にともなう研究開発活動の国際化は研究開発における国際連携と密接に関
係している可能性がある。例えば、フェイス・トゥ・フェイスの情報交換が重要な場合には、
事業活動と研究開発活動の国際化には互いに補完的な効果があることが期待される
（Rammer, Ikeuchi and Liu 2019）。また、国際貿易のハブになるような地域では、特許発明
が活発化したり、生産性の上昇率が高いとの報告もある（Criscuolo and Timmis 2018; Ito et 
al. 2019）。海外の大学との論文の共著関係に着目して、海外拠点の立地と共著者の立地の一
致性が研究開発のパフォーマンスを高める可能性が指摘する先行研究もある（鈴木・池内
2019）。また、国際連携の形成に関連する要因（Lichtenthaler and Lichtenthaler, 2004; Osborn 
et al., 1998）および国際連携が技術面でのパフォーマンスへの影響（例えば、Nielsen and 
Gudergan, 2012）に焦点を当てた研究がある。しかしながら、対外直接投資と研究開発活動
の国際連携の空間的な相互依存関係が研究開発の成果や企業業績に与える影響については
筆者の知る限り、明らかになっていない。 

そこで本研究は、経済産業省企業活動基本調査（以下、企業活動基本調査）と海外事業活
動基本調査の調査票情報を特許情報に接続した企業レベルのパネルデータを用いて、日本
企業の海外事業活動と研究開発活動の国際化（海外の研究者との特許の共同発明）の間の相
互依存関係を明らかにするとともに、それら海外事業活動と研究開発活動の国際化の相互
依存関係が企業の特許の質や企業業績に与える影響を明らかにする。そのため、国際的な特
許情報を日本の本社企業及びその海外現地法人に接続したデータベースを整備し、海外現
地法人の立地と国際的な共同研究の相手先国との対応関係を精緻に分析するとともに、海
外事業活動と国際共同研究が特許の質や生産性に与える効果を分析する。 
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本稿の構成は下記のとおりである。次節で分析に用いるデータの概要を示し、第 3 節で
は海外現地法人の立地と国際共同発明・共同出願相手先の立地の関係性に関する分析結果
を示す。第 4 節においては海外事業活動が国際共同特許の質に与える影響について論じ、
第 5節で海外事業活動が企業業績に与える効果についての分析結果を示す。最後に、第 6節
で本稿の分析結果の政策的な含意を議論し、今後の課題をまとめる。 

 

２．データ 

本研究の分析に用いるのは「経済産業省企業活動基本調査」（1996 年調査から 2017 年調
査）の企業の調査票情報及び「海外事業活動基本調査」（1996 年調査から 2017 年調査）の
本社企業及び海外現地法人の調査票情報、及び IIP パテントデータベース（Goto and 
Motohashi 2007）と Patstat に収録された特許の情報である。 

企業活動基本調査の調査票情報に基づく企業レベルのパネルデータに、海外事業活動基
本調査に収録された海外現地法人及び特許データ（Patstat及び IIPパテントデータベース）
に収録された各特許の出願人を接合した図 1 のようなデータベースを構築する。 

図 1：構築するデータベースの概要 

 

「RIETI 企活・海事コンバータ」を用いて、企業活動基本調査と海外事業活動基本調査の
本社企業の接合し、企業活動基本調査の名簿情報に収録されている企業の名称と住所情報
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を IIP パテントデータベース（IIP-DB）に収録された特許出願人の名称及び住所情報（い
ずれも日本語表記）に接合する。一方、海外事業活動基本調査の海外現地法人の名簿情報に
収録されている企業の英語名称と国コードを Patstatに収録されている特許出願人の英語表
記の名称と国コードに接合する。 

IIP-DB に収録されている特許を Patstat の収録特許のうち、日本の特許庁に出願された
特許については出願番号で接合する。しかしながら、日本企業は日本の特許庁以外にも特許
を出願（国際出願）している可能性がある。そこで、Patstat に収録された特許ファミリー
情報を用いて、企業活動基本調査の企業が国際出願した特許を識別する。さらに、Patstatで
は特許出願人の名寄せ情報を収録しているため、この名寄せ情報を用いて日本の特許庁に
出願されていない特許ファミリーについても企業活動基本調査の企業に接続する。 

また、「RIETI 企活親子関係コンバータ」を用いて、企業活動基本調査収録企業同士の所
有関係を整理して、企業グループ単位でも分析し、頑健性の確認を行う。 

3．海外現地法人の立地と国際共同発明・共同出願相手先の立地の関係性 

海外現地法人の国・地域と共同研究相手（特許の共同発明者及び共同出願人）の国・地域
の対応関係を分析し、海外事業活動の進出先の近くで、国際的な共同研究が行われているか
どうかを検証するため、次式のモデルを推定する。 

E�𝑦𝑦ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐� = 𝐗𝐗ℎ𝑦𝑦−1𝛃𝛃+ 𝐙𝐙ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐−1𝛄𝛄+ 𝛿𝛿𝑖𝑖(ℎ,𝑦𝑦),𝑦𝑦 + 𝜇𝜇𝑐𝑐𝑐𝑐 

ただし、𝑦𝑦ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐は本社企業ℎの国𝑐𝑐との𝑦𝑦年における国際連携の数であり、ポアソン分布に従
っていると仮定する。𝐗𝐗ℎ𝑦𝑦−1は 1 年ラグを取った本社企業の特性ベクトル、𝐙𝐙ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐−1は 1 年ラ
グを取った本社企業ℎの国𝑐𝑐の海外現地法人の𝑦𝑦年の活動に関する特性ベクトルである。𝛿𝛿𝑖𝑖𝑖𝑖と
𝜇𝜇𝑐𝑐𝑐𝑐はそれぞれ産業及び国と年に固有の効果を表す。 

各企業の国別の国際連携の数𝑦𝑦ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐としては、本社企業が出願した特許の出願人及び発明
者に当該国𝑐𝑐の出願人及び発明者が含まれている数を集計した。なお、当該国に立地する傘
下の現地法人との共同出願を除いた場合も検証する。また、日本の本社企業ではなく海外現
地法人が現地の連携パートナーと共同研究を実施し、特許を共同出願するケースも考慮し、
海外現地法人による当該国との共同出願特許数及び共同発明特許数への効果についても検
証する。 

本社企業の特性ベクトル𝐗𝐗ℎ𝑦𝑦−1には企業活動基本調査から得られる日本国内本社企業の
企業規模と研究開発費、海外現地法人の活動に関する特性ベクトル𝐙𝐙ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐−1には海外事業基本
調査から得られる当該国𝑐𝑐における現地法人の有無、R&D を実施している現地法人の有無
を入れた。 
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表 1は国際連携に関するポアソン回帰分析の結果を示している。第 1列は各国との国際
共同出願特許数を従属変数とするモデルの推定結果である。まず、本社の従業者数は海外と
の共同出願数に有意で正の効果がみられるが、本社の研究開発費の効果は統計的に有意で
はない。次に、現地法人ありダミーの係数は有意で正であり、現地法人が進出している国と
の共同出願特許数が多くなる傾向が示唆される。ただし、現地法人の R&D実施の有無のそ
の国での共同出願特許数への影響は統計的に有意ではない。第 2 列は現地法人との共同出
願を除く共同出願特許数、第 3 列は共同発明特許数を従属変数としたポアソン回帰分析結
果を示しており、第 1列の結果と同様の結果である。 

では、第 1 列から第 3列は日本の本社企業と各国との共同出願・共同発明特許によって
研究開発の国際連携に関する結果であるが、海外現地法人を通じた国際連携への影響をみ
るために第 4 列と第 5 列はそれぞれ海外現地法人による各国での共同出願特許数・共同発
明特許数を従属変数とするポアソン回帰分析結果を示している。海外現地法人による国際
的な共同出願及び共同発明特許数については、本社の従業者数に加えて、本社の研究開発費
の有意かつ正の効果が見られる。また、R&D実施現地法人ありダミーの係数がいずれも有
意に正であり、現地法人があるのみでなく、その現地法人が R&D を実施していると、その
国での共同出願特許や共同発明が多くなることを示唆している。 

表 1：海外現地法人の立地先と現地での国際共同出願・発明特許数 

  [1] [2] [3] [4] [5] 

  

共同出願
特許数 

現地法
人除く
共同出
願特許
数 

共同発明
特許数 

海外現地
法人によ
る共同出
願特許数 

海外現地
法人によ
る共同発
明特許数 

Ln.本社の従業者数 0.875*** 0.869*** 0.873*** 0.953*** 0.965*** 
 [0.0488] [0.0490] [0.0482] [0.112] [0.0973] 

Ln.本社の研究開発費 0.0304 0.0272 0.0243 0.149*** 0.134*** 
 [0.0225] [0.0223] [0.0236] [0.0351] [0.0458] 

現地法人ありダミー 0.351*** 0.377*** 0.304*** 1.289*** 1.241*** 
 [0.0819] [0.0795] [0.0707] [0.193] [0.282] 

R&D 実施現地法人ありダミー -0.0395 -0.0543 -0.0245 0.590*** 0.891*** 
 [0.105] [0.108] [0.0899] [0.229] [0.258] 

国×年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes 
産業×年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes 
N 829,959 826,577 1,095,438 473,761 703,750 
注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。説明変数は
全て 1 年のラグを取っている。 
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また、これらの結果は表 2 に示すように、企業グループレベルでみても概ね頑健である。
ただし、R&D 実施現地法人ありダミーの係数が有意に負となっており、企業グループレベ
ルでは、海外現地法人が R&D を実施していると、日本の本社の共同出願特許や共同発明特
許が減少する結果を示している。 

表 2：企業グループレベルの海外現地法人の立地先と現地での国際共同出願・発明特許数 

  [1] [2] [3] [4] [5] 

  

共同出
願特許
数 

現地法人
除く共同
出願特許

数 

共同発
明特許
数 

海外現地
法人によ
る共同出
願特許数 

海外現地
法人によ
る共同発
明特許数 

Ln.グループ全体の従業者数 0.598*** 0.609*** 0.599*** 0.201 0.186 
 [0.0574] [0.0563] [0.0543] [0.149] [0.156] 

Ln.グループ全体の研究開発費 0.285*** 0.273*** 0.274*** 0.636*** 0.628*** 
 [0.0425] [0.0411] [0.0400] [0.114] [0.139] 

現地法人ありダミー 0.119 0.128 0.096 0.946*** 1.115*** 
 [0.0793] [0.0800] [0.0682] [0.171] [0.190] 

R&D実施現地法人ありダミー -0.144* -0.167** -0.120* 0.646*** 0.933*** 
 [0.0748] [0.0776] [0.0663] [0.187] [0.199] 

国×年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes 
産業×年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes 
N 704,410 701,601 929,495 405,702 614,374 
注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。説明変数は
全て 1 年のラグを取っている。 

 

次に、表 3 は海外現地法人の活動状況が特許出願・特許発明の国際連携に与える効果を検
証したものである。海外現地法人の従業者規模及び研究開発費はいずれもその国での共同
出願・共同発明特許数に有意に正の効果があることが確認される。一方で、海外検知法人
に日本から派遣された役員や従業者、管理職がいると現地での共同出願・共同発明特許数
が少なくなる傾向を示している。 
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表 3：海外現地法人の活動状況と現地での国際共同出願・発明特許数 

  [1] [2] [3] [4] [5] 

  

共同出願
特許数 

現地法人
除く共同
出願特許

数 

共同発明
特許数 

海外現地
法人によ
る共同出
願特許数 

海外現地
法人によ
る共同発
明特許数 

Ln.本社の従業者数 0.812*** 0.807*** 0.827*** 0.673*** 0.678*** 
 [0.0180] [0.0178] [0.0149] [0.0536] [0.0603] 

Ln.本社の研究開発費 0.0302*** 0.0270*** 0.0243*** 0.158*** 0.145*** 
 [0.00939] [0.00927] [0.00790] [0.0231] [0.0331] 

現地法人ありダミー 0.152*** 0.165*** 0.134*** 0.437** 0.0452 
 [0.0449] [0.0441] [0.0367] [0.221] [0.265] 

R&D 実施現地法人ありダミー -0.493*** -0.460*** -0.389*** -0.553** -0.856*** 
 [0.0867] [0.0859] [0.0703] [0.247] [0.223] 

Ln.現地法人の従業者数 0.0721*** 0.0748*** 0.0541*** 0.263*** 0.336*** 
 [0.00814] [0.00775] [0.00651] [0.0399] [0.0404] 

Ln.現地法人の研究開発費 0.0569*** 0.0481*** 0.0475*** 0.143*** 0.218*** 
 [0.0130] [0.0131] [0.0112] [0.0400] [0.0351] 

日本からの役員ダミー 0.115 0.112 0.094 -0.183 0.23 
 [0.0829] [0.0836] [0.0666] [0.179] [0.208] 

日本からの従業者ダミー -0.179** -0.174** -0.0665 -0.296 -0.629*** 
 [0.0712] [0.0708] [0.0543] [0.202] [0.199] 

日本からの管理職ダミー -0.222** -0.227** -0.156* -0.326 -0.650*** 
 [0.106] [0.106] [0.0888] [0.225] [0.235] 

日本からの技術者ダミー -0.019 0.0664 -0.148 -0.271 -0.72 
 [0.221] [0.209] [0.146] [0.304] [0.524] 

国×年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes 
産業×年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes 
N 829,959 826,577 1,095,438 473,761 703,750 

注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。説明変数は
全て 1 年のラグを取っている。 

4．海外事業活動が国際共同特許の質に与える影響の分析 

海外事業活動が国際共同特許（海外の発明者との共同発明や海外の企業との共同出願特
許）の質に与える影響を分析するため、次式のポアソン回帰モデルを推定する。特許の質に
関する指標はいくつか既存研究で提案されているが、本研究では最も一般的な指標である
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被引用回数（前方引用回数）を用いる（Harhoff et al. 1999; Squicciarini et al. 2013; 
Aristodemou & Tietze 2018）。1 

E�𝑦𝑦ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦� = 𝐗𝐗ℎ𝑦𝑦𝛃𝛃+ 𝛿𝛿ℎ + 𝜇𝜇𝑐𝑐(𝑖𝑖),𝑦𝑦 

ただし、𝑦𝑦ℎ𝑦𝑦𝑦𝑦は本社企業ℎが𝑦𝑦年に出願した特許𝑗𝑗の被引用回数（前方引用回数）であり、
ポアソン分布に従っていると仮定する。𝐗𝐗ℎ𝑦𝑦は本社企業の特性ベクトルである。𝛿𝛿ℎは企業の
固定効果、𝜇𝜇𝑐𝑐𝑐𝑐は国際特許分類（IPC）と年に固有の効果を表す。 

分析対象は企業活動基本調査の本社企業が 1995 年から 2016 年までに出願した特許で
ある。表 4 は分析結果を示している。第 1 列目は全特許を対象とした分析結果であり、第
2 列目はそのうち多国籍企業の出願した特許に限定した分析結果を示している。 

表 4：本社企業出願特許の被引用回数のポアソン回帰分析結果 

  [1] [2] 
 全特許 多国籍企業 

特許 
Ln.本社の労働者数 -0.0547*** -0.0814*** 

 [0.00196] [0.00278] 
Ln.本社の研究開発費 -0.000132 0.000681* 

 [0.000290] [0.000361] 
共同出願ダミー 0.460*** 0.531*** 

 [0.00111] [0.00138] 
国際共同出願ダミー 0.207*** 0.149*** 

 [0.00356] [0.00549] 
FDI進出先との国際共同出願ダミー 0.125*** 0.146*** 

 [0.00571] [0.00702] 
共同出願人の国での R&D実施現地法人ダミー 0.112*** 0.109*** 

 [0.00741] [0.00741] 
多国籍企業ダミー -0.0212***  

 [0.00247]  
Ln. FDI 進出先国数 -0.00339**  

 [0.00132]  
企業ダミー Yes Yes 
特許サブクラス×年ダミー Yes Yes 
N 16,313,277 11,922,784 
注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。 

                                                      

1 出願人引用は関連する技術に追加的な投資が行われたことを意味し、審査官引用は後続
の発明の権利範囲を限定したことを意味している（Aristodemou & Tietze 2018）。Harhoff 
et al. (1999)は被引用回数が更新費用に基づいて計測した特許の価値と関係していることを
確認している。 
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国際共同出願特許は被引用回数が高く、共同出願の相手先の国に海外現地法人が立地し
ていると被引用回数が多くなり、共同出願の相手先の現地法人が R&D を実施していると被
引用回数が多くなる傾向を示している。これらの傾向は、多国籍企業に対象を限っても頑健
である。また、企業グループレベルでみても概ね傾向は変わらない（表 5）。 

表 5：企業グループ別の出願特許の被引用回数のポアソン回帰分析結果 

  [1] [2] 

  
全特許 多国籍企業 

グループ 
特許 

Ln.グループ全体の労働者数 -0.0208*** -0.0419*** 
 [0.00143] [0.00210] 

Ln.グループ全体の研究開発費 0.00113** -0.00628*** 
 [0.000488] [0.000725] 

共同出願ダミー 0.519*** 0.578*** 
 [0.00122] [0.00136] 

国際共同出願ダミー 0.169*** 0.110*** 
 [0.00438] [0.00603] 

FDI進出先との国際共同出願ダミー 0.133*** 0.160*** 
 [0.00647] [0.00764] 

共同出願人の国での R&D実施現地法人ダミー 0.138*** 0.133*** 
 [0.00696] [0.00697] 

多国籍企業ダミー 0.0041  
 [0.00269]  

Ln. FDI 進出先国数 -0.0189***  
 [0.00137]  

企業グループダミー Yes Yes 
特許サブクラス×年ダミー Yes Yes 
N 14,662,684 12,086,310 
注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。 

5．海外事業活動が企業業績に与える効果 

最後に、海外現地法人の立地先と国際共同研究への取り組みが企業業績に与える効果を
分析する。企業業績の指標として、労働生産性と営業利益、経常利益を用いる。なお、労働
生産性は付加価値を従業者数で除して定義する 2。 

                                                      

2 付加価値は次式のように定義した。 
付加価値 ＝ 営業利益＋給与総額＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課 

本来は「福利厚生費」を加えることが望ましいが、2006 年以前の企業活動基本調査では福
利厚生費が給与総額に含まれ、別掲されていないため上記の定義を用いることとする。 
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注目する説明変数は、国際共同出願の相手先の国で海外現地法人が存在有無を示す変数
（FDI 先の国との共同出願特許ありダミー）とその現地法人における R&D実施有無を示す
変数（R&D実施現地法人の立地国との共同出願ダミー）である。また、コントロール変数
は、従業者数、有形固定資産、無形固定資産、研究開発費、特許出願数、多国籍企業ダミー、
共同出願特許ありダミー、海外との共同出願特許ありダミー、企業の固定効果、産業×年の
ダミー変数である。従業者数と有形固定資産以外の説明変数は 1 年ラグを取る。 

海外事業活動と企業業績を関連についての分析結果を表 6 に示す。各列がそれぞれの業
績指標に対応する従属変数を用いた推定結果である。いずれの業績指標でみても「FDI 先の
国との共同出願特許ありダミー」と「R&D実施現地法人の立地国との共同出願ダミー」の
係数は統計的に有意ではなかった。そのため、海外との共同研究活動と海外現地法人の立地
が企業の業績に与える効果については統計的に有意な結果を得ることはできなかった。こ
の結果は、表 7 の企業グループ単位に集計したデータを用いた分析結果においても同様で
ある。 

表 6：本社企業の業績に関する回帰分析結果 

  [1] [2] [3] 
  Ln.労働生産性 Ln.営業利益 Ln.経常利益 
Ln.従業者数 -0.212*** 0.602*** 0.580*** 

 [0.00505] [0.0188] [0.0174] 
Ln.有形固定資産 0.0723*** 0.0408*** -0.000773 

 [0.00217] [0.00785] [0.00728] 
Ln.研究開発費 0.00658*** -0.0181*** -0.0155*** 

 [0.000872] [0.00416] [0.00390] 
Ln.特許出願数 0.0104** -0.016 0.0217 

 [0.00417] [0.0214] [0.0194] 
多国籍企業ダミー 0.00191 -0.0901*** -0.0518*** 

 [0.00408] [0.0213] [0.0193] 
共同出願 0.00191 -0.00585 -0.0434* 

 [0.00446] [0.0245] [0.0224] 
海外との共同出願 0.00299 0.0482 0.00712 

 [0.00710] [0.0402] [0.0372] 
現地法人の立地国との共同出願 -0.0176 -0.223*** -0.189*** 

 [0.0131] [0.0762] [0.0656] 
R&D実施現地法人の立地国との共同出願 0.0229 0.0191 0.139 

 [0.0158] [0.115] [0.0863] 
定数項 2.842*** 0.968*** 1.234*** 

 [0.0271] [0.101] [0.0938] 
企業ダミー Yes Yes Yes 
産業×年ダミー Yes Yes Yes 
N 530,209 530,209 530,209 
注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。  
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表 7：企業グループの業績に関する回帰分析結果 

  [1] [2] [3] [4] 
  Ln.売上高 Ln.付加価値 Ln.営業利益 Ln.経常利益 
Ln.従業者数 0.552*** 0.643*** 0.580*** 0.522*** 
 [0.00625] [0.00740] [0.0190] [0.0165] 
Ln.研究開発費 0.00851*** 0.00888*** -0.0142*** -0.0138*** 
 [0.000805] [0.00138] [0.00471] [0.00444] 
多国籍企業ダミー -0.00857** -0.0509*** -0.0352 -0.108*** 
 [0.00423] [0.00656] [0.0241] [0.0222] 
Ln.特許出願数 0.0249*** 0.0211** 0.0242 0.0583*** 
 [0.00386] [0.00962] [0.0235] [0.0223] 
共同出願 -0.0134*** -0.00999 -0.0483* -0.0761*** 
 [0.00387] [0.00852] [0.0278] [0.0264] 
海外との共同出願 -0.0111* -0.00385 0.00947 -0.0196 
 [0.00633] [0.0145] [0.0446] [0.0420] 
現地法人の立地国との共同出願 0.014 0.00666 -0.0922 -0.0215 
 [0.0107] [0.0254] [0.0825] [0.0782] 
R&D 実施現地法人の立地国との共同出願 0.0281** -0.00465 0.0962 0.139 
 [0.0124] [0.0228] [0.105] [0.0864] 
Ln.海外現地法人の特許出願数 0.0275*** 0.00573 -0.0223 0.038 
 [0.00746] [0.0140] [0.0536] [0.0512] 
海外現地法人の共同出願 -0.000358 0.0727 0.0825 -0.0225 
 [0.0242] [0.0702] [0.180] [0.198] 
海外現地法人の現地共同出願 -0.0322 -0.0868 -0.142 -0.15 
 [0.0249] [0.0674] [0.181] [0.195] 
R&D 実施海外現地法人の現地共同出願 0.014 0.00633 -0.129 0.0426 
 [0.0132] [0.0273] [0.135] [0.122] 
定数項 5.678*** 3.638*** 1.072*** 1.459*** 
 [0.0328] [0.0388] [0.100] [0.0867] 
企業グループダミー Yes Yes Yes Yes 
産業×年ダミー Yes Yes Yes Yes 
N 401,500 401,500 401,500 401,500 
注：括弧内は不均一分散に頑健な標準誤差を示す。* p<.1, ** p<.05, *** p<.01。 

6．おわりに 

本研究では対外直接投資と研究開発活動の国際化に関する企業及び特許レベルの詳細な
データベースを構築し、日本に本社のある海外現地法人の立地先と特許発明における国際
連携の間の相互依存関係について分析した。 

1990 年代から約 20 年の長期のパネルデータを用いて分析した結果、海外現地法人の立
地先と国際連携のパートナーの立地先の間には相関関係がみられたとともに、海外の共同
研究相手の近くに研究開発拠点が立地している場合には、質の高い特許が発明される傾向
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にあることがわかった。これらの結果は日本の多国籍企業は研究開発の国際連携の拠点と
して海外現地法人を活用している可能性を示唆している。 

一方、海外現地法人の研究開発活動は日本の本社による国際共同発明よりも、海外現地法
人による国際共同発明とより強く相関していた。この結果は対外直接投資と研究開発の国
際連携の関係を正確に捉えるためには、本国の本社が出願した特許のみでなく、海外現地法
人を含めた企業グループ全体での特許出願を考慮に入れる必要性を示している。そのため、
国際共同出願を諸外国と比較する際にも海外現地法人を含めた企業グループ全体の国際共
同出願の傾向を比較する必要があろう。また、日本から役員や管理職を派遣しない現地法人
において国際共同発明がより活発である傾向がみられ、現地法人の裁量を高めることが研
究開発の国際連携の拡大につながる可能性を示唆している。 

海外拠点のある国での国際共同研究開発は質の高い特許の発明につながっている可能性
を示す結果が得られたのに対して、企業業績に対する効果については明確な結果が得られ
なかった。これらの結果は日本の多国籍企業は国際共同研究の成果を（少なくとも短期間で
は）うまく業績につなげられていない可能性を示唆する結果と言えよう。しかしながら、多
国籍企業の業績を正確に捉えることが困難であることや、研究開発活動の国際連携が業績
に影響するまでの時間遅れ効果を十分に考慮できていないなど、分析上の問題も考えられ
る。対外直接投資及び研究開発の国際連携の企業業績との関係性を明らかにすることは本
研究で残された主な課題である。 
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付表１：国際共同特許に関する分析データの記述統計とサンプルサイズ 

記述統計     

  Mean S.D. Min. Max. 
共同出願特許数 0.3084 5.3607 0.0000 627.0000 
現地法人除く共同出願特許数 0.3015 5.1796 0.0000 626.0000 
共同発明特許数 0.4487 6.3332 0.0000 616.0000 
海外現地法人による国際共同出願特許数 0.0162 0.7038 0.0000 169.0000 
海外現地法人による国際共同発明特許数 0.0471 2.4103 0.0000 899.0000 
Ln.本社の従業者数 6.6907 1.2884 3.9120 11.3002 
Ln.本社の研究開発費 5.6969 3.0428 0.0000 13.2377 
現地法人ありダミー 0.0871 0.2819 0.0000 1.0000 
R&D 実施現地法人ありダミー 0.0124 0.1107 0.0000 1.0000 
Ln.現地法人の従業者数 0.3669 1.3600 0.0000 11.2663 
Ln.現地法人の研究開発費 0.0493 0.4999 0.0000 11.3709 
日本からの役員ダミー 0.0132 0.1139 0.0000 1.0000 
日本からの従業者ダミー 0.0234 0.1512 0.0000 1.0000 
日本からの管理職ダミー 0.0042 0.0649 0.0000 1.0000 
日本からの技術者ダミー 0.0012 0.0345 0.0000 1.0000 

     

サンプルサイズ     

観測数 1,095,438    

企業数 3,310    

国数 101    

年数 20    
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付表 2：国際共同特許に関する企業グループ単位の分析データの記述統計とサンプルサイズ 

記述統計     

  Mean S.D. Min. Max. 
共同出願特許数 0.3707 6.4495 0.0000 705.0000 
現地法人除く共同出願特許数 0.3617 6.2279 0.0000 695.0000 
共同発明特許数 0.5357 7.6263 0.0000 666.0000 
海外現地法人による国際共同出願特許数 0.0213 0.8883 0.0000 225.0000 
海外現地法人による国際共同発明特許数 0.0588 2.6765 0.0000 899.0000 
Ln.本社の従業者数 7.4146 1.5666 3.4657 12.7783 
Ln.本社の研究開発費 6.0279 2.9578 0.0000 13.5208 
現地法人ありダミー 0.0958 0.2944 0.0000 1.0000 
R&D 実施現地法人ありダミー 0.0145 0.1195 0.0000 1.0000 
Ln.現地法人の従業者数 0.4055 1.4296 0.0000 11.5838 
Ln.現地法人の研究開発費 0.0579 0.5435 0.0000 11.7804 
日本からの役員ダミー 0.0150 0.1215 0.0000 1.0000 
日本からの従業者ダミー 0.0263 0.1600 0.0000 1.0000 
日本からの管理職ダミー 0.0048 0.0694 0.0000 1.0000 
日本からの技術者ダミー 0.0014 0.0372 0.0000 1.0000 
特許出願年     1996.0 2015.0 

     

サンプルサイズ     

観測数（企業グループ×国×年） 929,495    

企業数 2,679    

国数 100    

年数 20    
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付表 3：特許の被引用数に関する分析データの記述統計とサンプルサイズ 

記述統計     

  Mean S.D. Min. Max. 
被引用数 8.3445 16.3263 0.0000 1937.0000 
Ln.本社の労働者数 8.1470 1.6939 3.9120 11.7194 
Ln.本社の研究開発費 7.9516 3.5699 0.0000 13.3214 
共同出願ダミー 0.7186 0.4497 0.0000 1.0000 
国際共同出願ダミー 1.5796 1.2750 0.0000 4.0431 
FDI進出先との国際共同出願ダミー 0.3923 0.4883 0.0000 1.0000 
共同出願人の国での R&D 実施現地法人ダミー 0.0286 0.1666 0.0000 1.0000 
多国籍企業ダミー 0.0144 0.1193 0.0000 1.0000 
Ln. FDI 進出先国数 0.0053 0.0727 0.0000 1.0000 
出願年     1995.0 2015.0 

     

サンプルサイズ     

観測数 16,313,277    

企業数 12,908    

年数 21    
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付表 4：特許被引用数に関する企業グループ単位の分析データの記述統計とサンプルサイズ 

記述統計     

  Mean S.D. Min. Max. 
被引用数 8.3445 16.3263 0.0000 1937.0000 
Ln.本社の労働者数 8.1470 1.6939 3.9120 11.7194 
Ln.本社の研究開発費 7.9516 3.5699 0.0000 13.3214 
多国籍企業ダミー 0.7186 0.4497 0.0000 1.0000 
Ln. FDI 進出先国数 1.5796 1.2750 0.0000 4.0431 
共同出願ダミー 0.3923 0.4883 0.0000 1.0000 
国際共同出願ダミー 0.0286 0.1666 0.0000 1.0000 
FDI進出先との国際共同出願ダミー 0.0144 0.1193 0.0000 1.0000 
共同出願人の国での R&D 実施現地法人ダミー 0.0053 0.0727 0.0000 1.0000 
出願年     1995.0 2015.0 

     

サンプルサイズ     

観測数（特許ファミリー） 16,313,277    

企業数 12,908    

年数 21    
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付表 5：企業業績に関する分析データの記述統計とサンプルサイズ 

記述統計     

  Mean S.D. Min. Max. 
労働生産性 1.8472 0.5876 -6.4346 8.2289 
営業利益 4.1443 2.4616 0.0000 14.1535 
経常利益 4.2496 2.4086 0.0000 14.6415 
Ln.従業者数 5.2374 1.0249 3.9120 11.9408 
Ln.有形固定資産 1.4707 1.5785 -8.2767 7.7152 
Ln.無形固定資産 -1.5908 1.7678 -8.8448 7.2145 
Ln.研究開発費 1.1712 2.1815 0.0000 13.4430 
Ln.特許出願数 0.2377 1.0074 0.0000 9.6067 
多国籍企業ダミー 0.0979 0.2972 0.0000 1.0000 
共同出願 0.0779 0.2680 0.0000 1.0000 
海外との共同出願 0.0266 0.1610 0.0000 1.0000 
FDI先の国との共同出願 0.0110 0.1043 0.0000 1.0000 
R&D 実施現地法人の立地国との共同出願 0.0043 0.0650 0.0000 1.0000 
調査年     1997.0 2017.0 

     

サンプルサイズ     

観測数 530,209    

企業数 48,829    

年数 21    

 

  



 

19 

 

付表 6：企業グループの業績に関する分析データの記述統計とサンプルサイズ 

記述統計     

  Mean S.D. Min. Max. 
売上高 8.5983 1.4279 0.0000 17.8913 
付加価値 7.0324 1.3213 0.0000 17.5412 
営業利益 4.1071 2.5174 0.0000 17.4836 
経常利益 4.1881 2.4446 0.0000 15.1123 
Ln.従業者数 5.2664 1.1300 3.9120 12.7783 
Ln.研究開発費 1.1686 2.1856 0.0000 13.5208 
多国籍企業ダミー 0.1122 0.3156 0.0000 1.0000 
Ln.特許出願数 0.2201 0.9733 0.0000 9.9546 
共同出願 0.0746 0.2627 0.0000 1.0000 
海外との共同出願 0.0251 0.1563 0.0000 1.0000 
FDI先の国との共同出願 0.0122 0.1099 0.0000 1.0000 
R&D 実施現地法人の立地国との共同出願 0.0054 0.0732 0.0000 1.0000 
Ln.海外現地法人の特許出願数 0.0173 0.2059 0.0000 6.8068 
海外現地法人の共同出願 0.0071 0.0837 0.0000 1.0000 
海外現地法人の立地先での共同出願 0.0067 0.0816 0.0000 1.0000 
R&D 実施現地法人の立地先での共同出願 0.0032 0.0561 0.0000 1.0000 
調査年     1997.0 2016.0 

     

サンプルサイズ     

観測数（企業グループ×年） 401,500    

企業グループ数 39,772    

年数 20    
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